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１ 地場産業で地域の活力を生み出すまち 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

雇用充足 ５９人（Ｈ２７調査） ５９人 

新規雇用創出人数 － ３０人 

 

◇移住施策と連携した地場産業の人材不足解消 

ＫＰＩ 

無料職業紹介所の相談件数 ３００件 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇無料職業紹介所の開設 

 雇用確保への対策として、町内の雇用情報をとりまとめて広

く発信。移住・定住の流れを生み出す可能性を高める 

相談件数 ３００件 ・かみしほろ会社・仕事図鑑 ５，０００部作成、同ＷＥＢサイト運用開始 

・東京・大阪 上士幌フェアの職業相談窓口における企業紹介 

・札幌・帯広イベントの職業相談窓口における企業紹介 

・上士幌町無料職業紹介所（庁舎内）における職業相談 

・【実績】登録企業数：３０社 求職相談者数：２９名 企業紹介数：３名４回 

 採用数：２名 

・無料職業紹介所業務の周知徹底

と利用促進。 

・企業向け勉強会等の開催による

労働三保の加入促進と面接ノウハ

ウ等の向上。 

・会社説明会等への出展によるマ

ッチング実績の向上。 

町民課 

◇重点道の駅「仮称バルーン」整備 新規雇用者数 １５人 ・庁内検討委員会（１２名）を組織し、「上士幌町小さな拠点づくり（道の駅）調

査研究委託業務」により、道の駅として整備すべき機能や成功事例の取組などの

基礎的な収集とその分析を行い、『道の駅整備基本計画』における方向性等の選択

肢を抽出する基礎的な研究を実施。 

・地域住民参画による『基本計画策

定委員会』を立ち上げ、道の駅の機

能やコンセプト、運営手法等につ

いて検討を行う必要がある。あわ

せて、ナイタイ高原牧場レストハ

ウスについて、道の駅との機能分

担を明確化し、相乗効果を図りつ

つ、早期再整備に向け検討を進め

る必要がある。 

商工観光課 

 

◇農林業の活力向上 

ＫＰＩ 

農業生産法人数（Ｈ２６年４月現在１９件） 新規２件 

新規就農・新規雇用の青年等 １０人 

青年等就農計画（平成２７年４月現在２件） 新規３件 

農業後継者の有配偶率 増加 

上士幌町農商工連携補助事業によって商品化した件数 ２件 

バイオマスエネルギー地域利活用（農業：家畜糞尿、林業：木質チップ） 新規３件 
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実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇新規就農対策事業 

 本町の主要産業である農業の新規就農対策を推進し、農家戸

数と農業者の確保を図る 

新規就農人数 ３件５人 ・電話等での相談について随時実施。 ・引き続き対応を図り、新規

就農につながるよう関係機

関との連携を図る。 

農林課 

◇家畜糞尿処理バイオガスプラントの導入による家畜糞尿処

理対策への支援 

◇畜産業の大型化に伴う家畜糞尿処理対策と発生するバイオ

ガスエネルギーの利活用 

バイオガスプラント整備３か所

に対する支援 新規雇用人数１

０名 

・上士幌町農業再生協議会内の家畜糞尿処理対策関係者会議において、問題点や課題を

整理するため「バイオガスプラント導入可能性調査」について業務委託した。 

・提出された報告書に基づ

き、今後さらに関係団体との

協議を進め、支援の方法やエ

ネルギーの利活用を含め、実

現に向け検討を進める。 

農林課 

◇農業におけるアウトソーシング化への支援 

 地域農業の効率性・収益性向上と労働力の軽減 

新規哺育事業への支援 

新規雇用人数 ６名 

・関係団体において課題の整理を進めている。 ・今後、議論を深め、関係団

体との調整を図りたい。 

農林課 

◇家庭形成に向けた出会いの機会創出支援（農業後継者）  ①第２２回北海道十勝農業青年との交流会（北十勝４町による実行委員会形式で大阪近

郊の女性との交流会）の開催 ２名参加 

②上士幌町農業青年カップリングパーティー（ＪＡ青年部と十勝管内の女性との交流

会）の開催 ８名参加 

③農業青年婚活交流会（ＪＡ青年部と札幌近郊の女性との交流会）の開催 ６名参加 

④ＡＬＬとかち札幌交流会（清水、池田、大樹、音更、士幌、上士幌による実行委員会

形式で、６町の農業青年と札幌近郊の女性との交流会）の開催 １名参加 

①参加する青年と女性の確

保。 

②③④参加する青年の確保。 

農業委員会

事務局 

◇森林整備計画の推進  ・整備計画に基づき町内民有林の整備を推進。 ・整備計画の確実な実行。 農林課 

◇公共施設における木質バイオマスボイラー導入 公共施設整備 新規雇用人数 

２名 

・木質バイオマス導入可能性検討会議検討部会において、先進地視察を実施し、導入事

例について研修した。 

・検討部会での議論をさらに

深めたい。 

農林課 

 

◇建設業の活力向上 

ＫＰＩ 

建設業における求人 充足 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇社会資本整備の充実  ・歩道改修事業、道路（改良）舗装事業の実施。 

 

 

・水道施設整備事業、水道管布設整備事業、特定環境保全公共下水道事業の実施。 

・今後も再整備により、利用

者の安全確保を図っていく

必要がある。 

・安全で安定した給水等を行

うため、今後も計画的に管路

の更新及び施設の改修を進

めていくことが必要である。 

建設課 

◇インフラの維持管理事業の推進  ・町道等の維持管理を民間委託により実施。 

（機械除草：延べ７４２ｋｍ、路面整正：延べ２４２ｋｍ、桝清掃１，０２５個等） 

・安全かつ良好な道路の維持

に努めているが、道路の老朽

建設課 
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 化により、改修等の必要な路

線が増加している。 

◇建設業における人材育成に対する支援  ・かみしほろ会社・仕事図鑑 ５，０００部作成、同ＷＥＢサイト運用開始 

・東京・大阪 上士幌フェアの職業相談窓口における企業紹介 

・札幌・帯広イベントの職業相談窓口における企業紹介 

・上士幌町無料職業紹介所（庁舎内）における職業相談 

・【実績】登録企業数：３０社 求職相談者数：２９名 企業紹介数：３名４回 

 採用数：２名 

・無料職業紹介所業務の周知

徹底と利用促進。 

・企業向け勉強会等の開催に

よる労働三保の加入促進と

面接ノウハウ等の向上。 

・会社説明会等への出展によ

るマッチング実績の向上。 

町民課 

 

◇商工業の活力向上 

ＫＰＩ 

空き店舗等における新規開業や新たな利用 ５件 

新規商品開発件数（Ｈ２６ ４件） 延べ２０件 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇商工業者に対する資金支援  ・上士幌町中小企業融資条例に基づき、１１件５１，８１０千円の支援を行った。 ・商工業者の経営の安定化を

継続的に支援していく必要

がある。 

商工観光課 

◇商店街活性化支援  ・生活応援プレミアム商品券発行事業 

販売日：平成27年６月15日～18日  販売額：65,000,000円（プレミアムなし） 

 プレミアム率：25％  額面：4,000円一口で500円券10枚販売 

 限度額：１人20口まで  購入者数：1,076人（681世帯） 

 参加店舗数：105店舗  回収店舗数：67店舗 

・生活応援プレミアム商品券追加発行事業 

 販売日：平成27年10月19日～22日  販売額：54,800,000円（プレミアムなし） 

 プレミアム率：25％  額面：4,000円一口で500円券10枚販売 

 限度額１人10口まで  購入者数：1,460人（821世帯） 

 参加店舗数：195店舗  回収店舗数78店舗 

・歳末売り出し事業 

 売出期間：平成27年12月1日～24日  売上総額：57,527,100円 

・年始販売促進事業 

 開催日：平成28年1月2日  開催場所：市街４商店会 

・まちなか交流サロン事業 

 開設日：平成27年4月1日～3月31日 週2回 104日間 

・商店街の賑わいを継続的に

支援していく必要はあるが、

その事業の内容については、

より効果的な事業を検討し

ていく必要がある。 

商工観光課 

◇起業支援及び空き店舗対策の推進  ・地域おこし協力隊の定住と町の活性化を図ることを目的に、地域おこし協力隊員の起

業に係る経費の支援（補助）制度を創設し、平成２８年度に予算化した。 

・起業支援及び空き家店舗対策の推進のために、商工会と協力して創業支援促進事業要

綱の策定を行う（平成２８年４月１日施行）。 

・地域おこし協力隊の定住促

進のため、支援を継続する。 

・起業者希望者に対して、創

業支援促進事業により支援

企画財政課 

商工観光課 



4 

 

を進める必要がある。 

 

◇商工業者の後継者育成・雇用確保  ・後継者育成対策の推進のために、商工会と協力して創業支援促進事業要綱の策定を行

う（平成２８年４月１日施行）。 

・後継者に対して、創業支援

促進事業により支援を進め

る必要がある。 

商工観光課 

◇地域資源を活用した商品開発  ・上士幌町農林商工等連携・ビジネス創出促進事業により、地域資源を活用した新商品

の開発に３件２，１４８千円の支援を行った。 

 チーズ工房シロベル販売促進事業（ヨーグルト開発） 

 上士幌町ようかん加工品プロジェクト事業（羊羹開発） 

 十勝しんむら牧場牛乳を活用した新商品開発事業（アイスキャンディー開発） 

・新しく地域資源を活用した

新商品の開発をしていく人

材を発掘する必要がある。 

商工観光課 

 

◇観光産業の活力向上 

ＫＰＩ 

観光入込数：Ｈ２６年３６０千人 ４１５千人（１５％増） 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇インターネット不感地帯の解消促進 

・インバウンド等観光客誘客に求められる高度情報網整備 

 ・町内飲食店等に無料公衆無線ＬＡＮ設置に係る事業補助金を募集。 ・無線公衆ＬＡＮスポットの

拡大と携帯電話不感地帯の

解消が必要。 

商工観光課 

◇インバウンドを含む観光客誘致 

・外国人観光客の受け入れ環境整備、効果的な観光プロモーシ

ョンの展開、情報発信の強化 

・滞在・体験型観光プログラムの開発、担い手となる人材の育

成 

・老朽化した観光施設等のユニバーサルデザインに配慮した再

整備 

観光客入り込み数 

３６０千人（Ｈ２６）→４１５千

人（Ｈ３１） 

１５％増 

Ｈ２７観光客入り込み数 ※３６５．５千人 

・ひがし大雪自然館、鉄道資料館の外国語(４カ国語)対応展示シート作成 

・外国版観光パンフレットの作成 

 (英語版 5,000部、中国語・簡体3,000部、中国語・繁体3,000部) 

 

 

 

・滞在、体験型観光プログラム調査業務 ～ 札幌国際大学への委託により、長期滞在

に向けた体験観光ツアーの提案、ターゲット、ニーズ別に見た販売戦略方法の検討、上

士幌町の移住に関する研究の分析の実施。 

 

 

 

 

※以下、観光協会助成事業（関連） 

・インバウンド誘致事業の実施 ～ 新得町、鹿追町との３町での映画を製作 

・ホームページリニューアル ～ ７月、外国語対応、写真素材拡充 

・レンタサイクルシステム導入調査の実施 ～６／１３－１０／３１（１４１日間）２

１５名利用 

 

・公共展示施設の多言語化な

ど最低限の受入環境は整え

ることができたが、観光協会

会員を含めた町全体として

の事業推進が課題となって

いる。 

・Ｈ２７年度の基礎調査をも

とに、体験モニターツアーの

実践を行いながら、メニュー

の充実化と運営主体となる

人材育成を行っていく必要

がある。 

 

・糠平温泉文化ホールバリア

フリー向上改修工事 ～ 

Ｈ２８年度実施予定。中央園

地整備（環境省）と連携を図

りながらの整備が必要。 

商工観光課 

 



5 

 

 

 

◇企業誘致 

ＫＰＩ 

新規雇用者数 ３０人増加 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇企業誘致対策事業  ・本町において起業した法人の未利用小学校における工場立地に向け、国・道の制度の

活用について、法人とともに北海道との打合せを行うなどし、早期の工場立地促進の取

組みを行った。 

・企業誘致専任職員の配置が

難しいため、日常的に誘致活

動を行っていないが、都度、

可能性のある企業への働き

かけを行う。 

企画財政課 

 

◇地産品の消費拡大 

ＫＰＩ 

特産品のレシピ開発 ３０品 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇ふるさと納税特産品消費拡大プロモーション  ・レシピサイト大手の「クックパッド」に上士幌町の公式キッチンを開設した。 

・クックパッドと連携した特産品のレシピを１０品、地域おこし協力隊の考案によるレ

シピを１０品、計２０品のレシピを開発した。 

・一般のユーザーの方からも

投稿してもらえる手法を検

討する。 

企画財政課 

 

２ 子育て・教育の充実したまち 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

合計特殊出生率 １．６１ １．９０ 

学力・体力・体験  北海道トップレベル 

 

◇子育て世帯における経済的支援の一体的実施 

ＫＰＩ 

子育てしやすいと感じる人の割合４７．１％（Ｈ２７アンケート調査） 増加 

認定こども園における待機人数（Ｈ２７ゼロ） 維持 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇高校生世代までの医療費の無料化  ・Ｈ２７高校生世代受給者証数 → ９２名（Ｈ２７．８．１から対象者の拡大） 

・Ｈ２７助成金額 → １，１０１，０３２円（高校生世代分） 

 保健福祉課 

◇教育に係る保護者負担の軽減 

○幼児に係る保育・教育費の保護者負担の軽減 

・２ｋｍ以上の遠距離通園者への補助 

 

保育料無料化 

 

・１号認定者の無料化及び２号３号認定者の負担軽減。 

・認定こども園までの往復の距離×２回×２０円×通園日数の補助を実施。 

 

・平成２８年度から保育料は

１０年間無料とする。 

・私立保育所保育料を含めた

教育委員会

事務局 
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○児童・生徒に係る教育費の保護者負担の軽減 

・就学援助 

 

・補助教材補助 

修学旅行経費の助成  

・就学援助（学用品費・給食費・新入学用品・ＰＴＡ会費・体育実技費・就学旅行費等） 

  小学校児童 ５０名   中学校生徒 ２０名 

・補助教材補助 各小中学校の児童生徒一人あたり２，０００円分を各学校に配当 

保護者負担軽減の事業推進

により、認定こども園に町内

幼児を集約する。 

修学旅行経費助成の検討。 

◇子育て支援・少子化対策建設助成金交付事業  ・新築住宅 ８件 １８，０００千円 対象子ども １７名 

・中古住宅 １件  １，５００千円 対象子ども  ３名 

・空家の活用等について検討

が必要。 

建設課 

 

◇出産や子育てにおける安心の確保 

ＫＰＩ 

育児短時間勤務を導入している事業所数 増加 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

育児短時間勤務の推進  ・「事業所ヒアリング」において子育て支援制度の導入状況について調査を行った。 ・育児休業や子育てに関する

年次休暇等の取得促進を図

るとともに、子育て期間の短

時間勤務の促進などについ

て、関係機関と連携の上、企

業などに働きかける。 

町民課 

地域で育む子育てサロンの開設  認定こども園内に設置している「子育て支援センター」において、次の事業を実施して

いる。(認定こども園に入園していない家庭や妊婦が対象) 

・親と子が安心して過ごせる居場所として、子育てに向き合うゆとりと自信を高める場

の提供 

 【すくすく広場】対象 0～2歳誕生日までのお子さんと保護者・妊婦さん 

         実施 毎週月曜日 ９：３０～１１：３０ 

            月 1回（身体測定・お誕生会） 

 【のびのび広場】対象 2歳～就学前のお子さんと保護者 

         実施 毎週水曜日 ９：３０～１１：３０ 

            月 1回（身体測定・お誕生会） 

 【なかよし広場】対象 0歳～就学前のお子さんと保護者 

         実施 毎週月・水曜日 １４：００～１５：３０ 

            毎週金曜日    ９：３０～１１：３０ 

・親子で取り組める制作や音楽リズム、外遊び等の提供 

 【のびのびチャレンジ】対象 2歳～就学前のお子さんと保護者 

            実施 月1回 のびのび広場内（第2水曜日企画） 

・妊婦同士や地域との交流の場所と機会を確保することで母親の孤立を防ぎ、出産後の

育児不安の軽減につなげる 

 【マミーズ広場】対象 妊婦さん 

         実施 毎月第１・３金曜日 １４：００～１５：３０ 

・同じような月齢のお子さんを持つ母親同士や妊婦同士の交流、子育て相談や情報提供

・こども園の最初の窓口であ

る子育て支援センターとし

て、親子が安心して過ごせる

居場所づくりに今後も努め

ていくとともに、認定こども

園への架け橋の役割を担っ

ていく。 

・利用者がさらに来園しやす

い場（広場）の提供に向けた

各事業の設定を検討してい

く。 

・認定こども園・保健師・子

ども発達支援センターとの

連携を図り、要支援の児童や

保護者への継続した支援を

充実させていく必要性があ

る。 

教育委員会

事務局 
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などの機会を確保することで孤立を防ぎ、育児不安の軽減につなげる 

 【ベビーズ広場】対象 0～１歳誕生日までの親子(第１子)と妊婦さん 

         実施 毎週木曜日 １４：００～１５：３０ 

・集団での利用が苦手な親子を対象に、個人または少人数で利用できる場の提供 

 【ちいさな広場】対象 0～就学前までのお子さんと親子 １回５組(要予約) 

         実施 毎週火曜日 １０：００～１１：３０ 

                  １４：００～１５：３０ 

毎週木曜日 １０：００～１１：３０ 

・育児サークルの場に職員が出向き、育児相談や遊びの提供をして、子育てを通した仲

間作りの応援をする   

 【子育てサークル支援】毎月1回 火曜日 

・センター来所時及び電話により子育てに関する様々な相談に対し、育児不安解消につ

なげていく   

 【子育て相談】毎週月～金曜日 

・あそびの広場に認定こども園栄養士を招き、子どもの食事に関する不安・疑問を軽減

する   

【栄養相談】年４回 

・給食を食べてもらう事で乳幼児期に適した食事や献立の内容を親子に知ってもらう 

【ほろんランチ】年５回 

・子育てに関する知識を学び、育児不安を軽減する子育て講演の開催   

 【子育て講演会】２回実施 

【子育て講座】２回実施（ベビーダンス・キッズダンス・わらべ歌） 

病児・病後児保育事業の検討  ・町内医療関係者との検討を開始。 ・事業実現に向けた協議を進

めていく。 

教育委員会

事務局 

 

◇豊かな子育てを支える質の高い学力・体力・多様な体験機会の体系化 

ＫＰＩ 

全国体力・運動能力、運動習慣等調査の平均記録（小学５年・中学２年実施） 北海道トップレベル 

全国学力・学習状況調査の平均正答率 北海道トップレベル 

地域資源を生かした体験活動の推進 北海道トップレベル 

地元からの上高進学率 ３８％（Ｈ２３～２７平均） ５０％以上 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇学力・体力・体験の北海道トップレベルを実現 

○上士幌町子ども教育ビジョンの具現化 

～【「かみしほろ学園構想」（仮称）の策定】 

 

 

 

○全国学力・学習状況調査より

（小学6年・中学3年実施） 

・将来の夢や目標を持っている

児童・生徒 

小学校89％中学校68％（Ｈ22～

26平均）→100％（Ｈ31） 

 

・かみしほろ学園構想検討委員会による検討を実施。 

①検討委員会（委員１４名）５回（平成２７年１月１５日より開催） 

②コミュニティ・スクール部会（部会員１２名）４回 

③教育プログラム部会（部会員８名）９回 

④教育プログラム部会 特別支援教育小委員会（委員５名）６回 

 

・今後は、幼保小中高の連携

を軸とした構想の展開を図

る必要がある。そのために

は、平成２８年４月２７日に

設立した「かみしほろ学園推

教育委員会

事務局 
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○幼児から高校まで一貫性のある教育プログラムの推進 

・共通教材の開発、導入 

 

 

 

 

 

・地域総ぐるみのキャリア教育（一人一人の社会的・職業的自立

に向け、必要な意欲・態度や能力を育てていく教育）支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域とともにある学校づくり「コミュニティ・スクール制度」

の導入 

・平成２８年度から導入 

 

 

 

 

 

 

 

・授業以外の勉強時間 1 時間以

上の児童生徒の割合 

小学生 平日43％土日51％（Ｈ

22～26平均）→80％以上（Ｈ31） 

中学生 平日57％土日59％（Ｈ

22～26平均）→90％以上（Ｈ31） 

・朝食を毎日食べている児童生

徒の割合 

小学生99％ 中学生93％（Ｈ23

～26平均）→100％維持継続 

・全国学力・学習状況調査の平

均正答率→北海道トップレベル 

○全国体力・運動能力、運動習

慣等調査の平均記録（小学5年・

中学2年実施） 

→北海道トップレベル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤課外活動部会（部会員７名）３回 

⑥地域教育部会（部会員８名）４回 

⑦部会長会議１回 

・平成２８年３月３日 かみしほろ学園構想を策定 

・教育関係５団体（上士幌町小中高連携教育推進会議、上士幌町学校教育推進協議会、

上士幌町特別支援教育振興会、上士幌町教育研究所、上士幌町複式教育研究協議会）を

再編し、かみしほろ学園構想を推進するための新たな組織（かみしほろ学園推進本部）

の設立に向け検討を進めた。 

・町民に構想のダイジェスト版を配付し、周知を図った。 

 

 

・「自己管理能力」を身に付けるための共通教材として、各発達段階に応じたノート（「ｉ

Ｂノート」）の開発を、平成２８年度導入に向け進めた。 

※（「ｉＢ」は、「ｉｎｓｐｉｒｅ ｙｏｕｒ ｂｅｓｔ」の略） 

 

 

 

・コミュニティ・スクール導入や「かみしほろ学園構想」の検討を通じ、推進方策を検

討した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２８年４月１日からの全町立小・中学校へのコミュニティ・スクール制度の導入

を目指して、下記の事業を実施。 

①平成２７年６月１７日～９月２９日（４回） 

 かみしほろ学園構想検討委員会コミュニティ・スクール部会による検討 

②平成２７年７月３１日 全国コミュニティ・スクール研究大会参加（３名） 

③平成２８年３月３日 上士幌学校運営協議会規則の制定 

           上士幌町コミュニティ・スクール委員会設置要綱制定 

④平成２８年３月７日 学校運営協議会委員の推薦を各学校長に依頼 

⑤コミュニティ・スクールコーディネーター配置に向けた募集を進める。 

 

進本部」（連携教育部会、研

修・教育研究部会、特別支援・

複式教育部会）の機能の充

実・強化を図る必要がある。 

・町民に対し構想の理解を進

めるため、積極的な情報の発

信が必要である。 

 

 

 

 

・平成２８年度から、認定こ

ども園、町内小・中・高校に

「ｉＢノート」を導入し、そ

れぞれの教育現場で活用を

進める中で、改善と定着を図

る必要がある。 

・コミュニティ・スクール制

度の導入による「ゆめ育応援

団」の組織化、上士幌高校で

実施しているユネスコスク

ールの認定こども園及び町

内小・中学校への拡大、上士

幌高校における上士幌学の

教科化（３年選択科目）など

により、地域総ぐるみのキャ

リア教育を推進する必要が

ある。 

 

・平成28年4月に町内全小・

中学校のコミュニティ・スク

ール指定を行い、横の連携を

進めるためにコミュニティ・

スクール委員会を設置した。 

・コミュニティ・スクール委

員会を中心に、広報等を活用

し積極的な情報発信を行い、

本制度に対する町民の関心

と理解を深める必要がある。 
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○課外活動の充実 

・外部講師等の積極的な課外活動での活用 

・少年団から高校までの課外活動の環境整備と指導者の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

○確かな学力の向上 

・少人数学級教諭の配置 

 

 

・ティームティーチングによる習熟度別指導の実施 

 

・小学校への専科教諭配置の検討 

 

 

 

 

 

・土曜学習の実施 

 

 

 

 

・放課後対策の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・上士幌中学校及び上士幌高校吹奏楽部において外部講師の招聘を実施した。 

 

・吹奏楽や卓球など一部の活動で、中学校と高校、少年団と中学校の指導者同士が連携

を持ちながら活動した。 

 

 

 

 

 

 

・上士幌小学校１年生の学級を２学級に分け、小１プロブレムの解消と児童一人ひとり

と向き合える教育活動を推進（教諭１名配置）。 

 

 

・上士幌小学校２年生、３年生の学級に学校教育推進支援教員を１人ずつ配置し、習熟

度別指導ができるような体制整備を図った。 

・体育と音楽のＴＴ配置を検討し、平成２８年度からの配置に向けた募集を実施。 

 

 

 

 

 

・２３回実施。※英語学習、サイエンス、ことばあそび 他 

  

 

 

 

・２２回実施。※町内小学校において町内の団体等の協力を得て実施。 

※手芸教室・昆虫教室・ミニバレー教室・フロアカーリング教室・理科実験等 

 

 

・コミュニティ・スクールコ

ーディネーターの配置と機

能充実を図り、地域総ぐるみ

で子どもたちを育てるため

に重要となる「ゆめ育応援

団」の組織化を進める必要が

ある。 

 

・継続的な活用を進める必要

がある。 

・様々な競技等において、子

どもが自分のやりたいスポ

ーツや文化活動を将来的な

目標を持って続けられるよ

う、少年団、小学校、中学校、

高校の指導者同士が連携を

図る必要がある。 

 

・平成 28 年度より、35 人以

下学級の推進を図るため、更

に上士幌小学校4年生を2学

級にした（教諭2名配置）。 

 

 

・平成２８年度に体育と音楽

にＴＴを配置し、体力向上や

芸術分野における豊かな感

性の育成と合わせ、各教員が

子ども達一人ひとりと向き

合える体制整備を図った。 

・現在、大部分を民間会社に

委託しているが、将来的に町

民が担い手となる場面を増

やしていくことと、参加人数

の増加が課題である。 

・バス待ちの児童を対象とし

た放課後教室との連携によ

る参加人数の増加を図ると

ともに、コミュニティ・スク
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・外国語活動教育の推進 

 

 

 

 

 

 

 

・読書の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○体力の向上 

・スポーツ環境の整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・土曜学習において英語学習を実施した。 

・町内小中高等学校に外国語指導助手の派遣を行った。 

・認定こども園に外国語指導助手を常駐させ、外国語に親しむとともにコミュニケーシ

ョン能力の向上を図った。 

 

 

 

 

・上士幌町子どもの読書推進計画（仮称）策定会議による検討を実施。 

  策定会議（構成メンバー１０名）７回 

  各児童・生徒・保護者・図書館利用者アンケートを実施 

・平成２８年３月３日 上士幌町第１期子どもの読書推進計画の策定 

           計画期間 平成２８年度～平成３２年度 ５年間 

・推進計画に基づき、読書コーディネーターとして、地域おこし協力隊（社会教育推進

員）１名の上士幌小学校への配置を進めた。 

・町民に推進計画のダイジェスト版を配付し、周知を図った。 

・上士幌町図書館の事業(巡回文庫や読み聞かせなど)を通して読書の推進を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《その他 学力向上に向け実施した事業》 

・全国学力・学習状況調査結果が全国トップの秋田県東成瀬村への先進地視察 

 １回目 平成２７年７月１日～４日 ９名参加 

 ２回目 平成２７年１１月２３日～２５日 １０名参加 

 

 

・野球外野ネットの購入等、既存のスポーツ施設の整備を行い、活用の推進を図った。 

・スポーツ教室の実施。※水泳・スキー・体操等 

・各種スポーツ大会の実施。※ミニバレー・マラソン・スケート等 

 

ールと連動した取り組みを

図る必要がある。 

・平成２８年度より、外国語

指導助手を上士幌小学校に

週２日常駐させ、幼保小中高

の発達段階に応じた、一貫し

た外国語教育を進めるとと

もに、今後も、生きた外国語

や文化に触れる機会の創出

を図る。 

・読書コーディネーターを上

士幌小学校に週３回常駐さ

せて読書推進を充実させる

とともに、子どもの読書推進

計画に基づき、町立図書館、

学校、こども園、地域、家庭

等が役割分担と連携を図り

ながら、子どもたちが読書を

しやすい環境づくりを進め

ることが必要である。 

・町民の読書推進に対する関

心と理解を深めることは重

要であり、積極的な情報発信

を図る必要がある。 

・子どもの読書推進計画につ

いては、毎年度、アンケート

調査などによる検証と評価

を行う必要がある。 

 

・先進地視察を継続してい

き、教育環境改善と授業改善

を図っていく必要がある。 

 

 

 

・今後も、町民が活用しやす

い施設づくりを目指し、既存

のスポーツ施設の整備を行

うとともに、町内のスポーツ
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・少年団活動、部活動の活性化 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地域資源を生かした体験活動の推進 

・郷土を学ぶ体験、自然環境を生かした体験、基幹産業に触れ合

う体験 

 

 

 

・体験活動の単位化を検討 

 

 

 

 

○子ども発達支援センター事業の充実 

・乳幼児からの適切な発達を促す取り組みの推進 

・途切れのない支援体制確立 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○上士幌まるかじり体験学校

（仮称）の開設 

・地域資源を活かした体験活動

の体系化 

・本町の自然環境を活かした体

験活動を開発 

 

 

 

 

 

○乳幼児からの適切な発達を促

す取り組みを通じて、発達のア

ンバランスな子どもの軽減につ

なげる。 

 

 

 

 

 

 

 

・スポーツ関係団体と連携して、少年団体験会等を実施し、少年団活動の活性化を図っ

た。 

・２７年度から、「一流プロジェクト事業」を実施し、卓球とスケートにおいて、一流の

選手や指導者を招聘し、少年団活動や部活動の活性化を図った。 

・地区大会等で優秀な成績を収め、全道大会等に参加する選手への旅費等の助成を行っ

た。※スポーツ振興助成 

・スポーツの各分野において優秀な成績を収めた選手に対し、表彰を行った。 

 

 

 

・社会教育、学校教育、観光等の各分野において、様々な地域資源を活かした体験事業

を実施した。 

 

 

 

・自然環境教育推進事業として、町内ＮＰＯひがし大雪自然ガイドセンターに委託し、

町内小中学校において各種体験学習を実施した。 

 

 

 

・私立保育所・認定こども園・小学校・中学校・高校への定期的な訪問の実施。 

・通所支援事業の開始。 

  就学前幼児の指導と支援 

  小学生以上の児童生徒の指導と支援 

・保護者、子ども、関係者向け研修会の実施。 

施設の老朽化が進んでいる

ことから、集約化を含め全体

計画の検討を進める必要が

ある。 

・各種スポーツ教室及びスポ

ーツ大会の充実を図る。 

 

・様々なスポーツに触れるこ

とのできる機会の創出を図

るとともに、「一流プロジェ

クト事業」等を活用し、一流

選手や指導者の実技に触れ、

指導や講話を体験すること

により、技術の上達や目標の

明確化を促すことが重要で

ある。 

 

・新たな体験事業の開発を進

めるとともに、幼保小中高の

連携を意識し、現在は事業主

体ごとに実施している事業

の体系化を図る必要がある。 

・上士幌高校において地域資

源を活かして実施される「上

士幌学」に対して支援してい

く。 

 

・平成２８年度から、通所支

援につながる前の幼児期の

小グループ活動を実施して

いく。 

・思春期の子ども達への事業

の充実が課題である。 

◇魅力ある上士幌高等学校の振興支援 

・部活動の支援による活性化 

・キャリア教育（一人一人の社会的・職業的自立に向け、必要な

意欲・態度や能力を育てていく教育）の推進 

・学力向上、進学対策の推進 

・遠距離通学者や通学困難者の民間下宿、又は寮整備の検討 

・地元からの上士幌高校進学率 

38％（Ｈ23～27平均）→50％以

上 

・定員80人の入学生確保 

・上士幌高等学校振興会を通した各種支援の実施。 

  各種検定料（漢字検定・英語検定・簿記等）の補助 

  熱気球部活動経費への補助 

  各部活動遠征費や用具購入等への補助 

  管内大学見学やカタリバ(現役大学生との意見交換)等のキャリア教育への補 

  助 

・魅力ある選ばれる高校とし

ていくため、振興支援策の見

直しを行い、地元からの進学

率向上と入学生の安定的な

確保に結び付けていくこと

が課題である。 

教育委員会

事務局 
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  通学費の全額補助 他 

・平成２８年度上士幌高等学校の入学者数６０名 地元からの入学率２７％ 

◇幼児から高齢者までが互いに学び育つ生涯学習センターを活

用した世代間交流の促進（Ｈ２８） 

施設年間利用者数 44,500 人

（Ｈ26） 

（学童保育所・発達支援センタ

ー含）→84,500人（Ｈ29） 

Ｈ30以降各年1,800人増 

・実施計画の策定 平成２７年３月２５日～８月３１日 

・旧児童会館解体工事に係る町民説明会の実施 平成２７年９月３０日 

・生涯学習センター改築に関する広報掲載（１０月号） 

・上士幌町生涯学習センター和室改修工事 

  平成２７年１０月３０日着工 平成２７年１２月１５日完成 

・旧児童会館他解体工事 

  平成２７年１１月２日着工 平成２８年３月１５日完成 

・生涯学習センター改築説明会の実施（学童保育所・発達支援センター関係） 

  平成２７年１２月２２日 

・旧児童会館解体工事現場見学会の実施 平成２８年１月９日 参加者１７名 

・平成２９年４月の供用開始

に向け、施設の維持管理、運

営について関係する機関、団

体等と早急な協議が必要で

ある。 

・必要な備品の選定と購入、

条例、規則等の制定を進める

必要がある。 

教育委員会

事務局 

 

《参考》 事業目標の進捗状況 （全国学力・学習状況調査 小学6年・中学3年実施より） 

事業目標 過去５年間の平均 平成２７年度調査結果 平成３１年度目標 

・将来の夢や目標を持っている児童・生徒 小学校 89％  

中学校 68％ 

小学生 94.8%  

中学生 71.8% 

小学校 100％ 

中学校 100％ 

・授業以外の勉強時間1時間以上の児童生徒の割合 小学生 平日43％ 土日51％ 

中学生 平日57％ 土日59％ 

小学生 平日52.7％ 土日73.7％ 

中学生 平日48.7％ 土日53.8％ 

小学生 平日・土日共に80％以上 

中学生 平日・土日共に80％以上 

・朝食を毎日食べている児童生徒の割合 

 

小学生 99％ 

中学生 93％ 

小学生 97.4％ 

中学生 92.3％ 

小学生 100％ 

中学生 100％ 

 

◇子どもの健やかな成長支援 

ＫＰＩ 

妊婦相談実施率 １００％ 

赤ちゃん訪問実施率 １００％ 

乳幼児健診受診率 １００％ 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇妊婦相談（Ｈ２６ １００％） １００％ 全ての妊婦と面談実施（Ｈ２７ １００％） ・妊娠期から子育て支援を充

実させるために妊婦面談を

継続する。 

保健福祉課 

 

 

◇赤ちゃん訪問（Ｈ２６ １００％） １００％ 赤ちゃん訪問（Ｈ２７ ９６．２％） ・訪問不可の場合でもその他

の方法で状況把握していく。 

保健福祉課 

◇乳幼児健診（Ｈ２６ ９８．６％） 

 

１００％ 乳幼児健診（Ｈ２７ ９９．２％） 

 

・未受診の場合でもその他の

方法で状況把握していく。 

保健福祉課 

◇子ども発達支援センター事業の充実 

・乳幼児からの適切な発達を促す取り組みの推進 

・途切れのない支援体制確立 

乳幼児からの適切な発達を促す

取り組みを通じて、発達のアン

バランスな子どもの軽減につな

・私立保育所・認定こども園・小学校・中学校・高校への定期的な訪問の実施 

・通所支援事業の開始 

  就学前幼児の指導と支援 

・平成２８年度から、通所支

援につながる前の幼児期の

小グループ活動を実施して

教育委員会

事務局 
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げる   小学生以上の児童生徒の指導と支援 

・保護者、子ども、関係者向け研修会の実施 

いく。 

・思春期の子ども達への事業

の充実が課題である。 

 

◇命の尊さを確認し心豊かな成長と家庭形成に向けた支援 

ＫＰＩ 

生教育モデルに基づいた認定こども園、小学校、中学校での授業の実施率 １００％（Ｈ２６ １００％） 

学童・思春期に対する心の健康講座実施率（中学校・高校・保護者） １００％（Ｈ２５ 高校生実施） 

２０歳から３９歳まで女性有配偶者率 増加 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇生教育事業 

・発達段階に応じた生教育の実施 

生教育モデルに基づいた認定こ

ども園、小学校、中学校での授

業の実施率 

→100％(H26 100％) 

・認定こども園年長児童・保護者、小学校３・５年生、中学校３年生に対する生教育授

業を実施（Ｈ２７ １００％）。 

 

・授業内容充実のため関係機

関との連携を強化する。 

保健福祉課 

◇こころの健康づくり支援事業 

・学齢期・思春期に向けた心の健康づくりに関する知識の普及 

・関係機関と連携した相談支援体制の強化 

学童・思春期に対する心の健康

講座の実施率（中学校・高校・保

護者） 

→100％(H25 高校生実施) 

・自殺予防学習会（関係者・思春期編）開催。 

・学校、保健所等、関係者によるケース会議開催。 

・学童・思春期に対する授業

は、生教育や発達支援で実施

する授業内容と関連する部

分が多いことを考慮し、取組

み内容を検討していく必要

がある。 

・今後も必要時にはケース会

議を開催し相談体制を強化

していく。 

保健福祉課 

◇家庭形成に向けた出会いの機会創出支援  ・本町の後継者対策を目的とした出会いの機会創出の支援方策について検討を行った。 

 

・商工会青年部及び農協青年

部が主催する出会いの機会

創出について、具体的な支援

を行う。 

企画財政課 

商工観光課 

農林課 

農業委員会

事務局 

◇子育てを通じた男女共同の推進支援  ・育児の喜びを実感できることを目指し「マミーズプラザ（妊娠期・講座Ⅰ）」「カンガ

ルー教室（親子ふれあい体験）」を実施。 

※平成２７年度 年３回実施 参加人数 延べ１０名（うち父親 延べ２名） 

※平成２７年度 年４回実施 参加人数 延べ１９名（うち父親 延べ２名） 

・認定こども園内に設置している「子育て支援センター」において、認定こども園に入

園していない家庭や妊婦を対象に各種事業を実施。父親の参加は１％にも満たない程度

の参加である。 

 ※各種事業の詳細は、「◇出産や子育てにおける安心の確保」の実施予定事業「地域で

育む子育てサロンの開設」で記載の各広場や講演会等の内容を参照。 

・周知方法や内容の工夫によ

り、父親の参加勧奨を図る。 

 

 

・父親が参加しやすい内容を

工夫し、個別に働きかけて父

親の参加を促していく。 

保健福祉課 

教育委員会

事務局 
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３ 健康で安心して暮らせるまち 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

健康寿命の延伸（不健康な期間の短縮） 【平均寿命－健康な期間の平均＝不健康な期間の平均】 

(H25)男性81.84歳－80.52歳＝1.32歳 

(H25)女性86.88歳－83.39歳＝3.49歳 

※厚生労働科学研究費補助金 

「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究」

より 

男性１．０歳 

女性３．０歳 

要介護認定率 １７％（Ｈ27年６月現在） １９．０％（Ｈ３２年第６期介護保険事業計画値２０．１６％） 

 

◇健康管理の習慣化を促進 

ＫＰＩ 

乳がん・子宮がん検診受診率 １００％ 

特定健診実施率 ６０％ 

肥満（ＢＭＩ２５以上）の人の割合 ２８％ 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇生活習慣病の発症・重症化予防の推進 

・特定健康未受診者への勧奨 

・健診結果説明会の充実 

・健診受診者へのスタンプポイント事業 

・食育に関する普及啓発促進 

特定健康診査実施率→60％(H21

～H25平均42.6％) 

特定保健指導実施率→65％(H21

～H25平均59.6％) 

肥満(BMI25 以上)の人の割合→

28％(H25 29.3％) 

・広報、ホームページの開催、個別通知、家庭訪問や電話による受診勧奨を実施 

（Ｈ２６ ４４．４％）。 

・健診結果説明会対象者の拡大、特定保健指導率（Ｈ２６ ５６．９％）。 

・スタンプポイント事業に関する商工会との打合せ会議開催。 

・広報による食に関する知識の普及等のほか、各種食育事業、ＰＴＡに対する食育講演

会の実施。 

・肥満（Ｈ２６ ３０．１％） 

 

・年代や受診歴等、対象の特徴

に応じた受診勧奨方法とし、

受診率向上を目指す。 

・特定保健指導に新規メニュ

ーを導入することや、指導媒

体の見直しにより実施率を高

めていく。 

・スタンプポイントの効率的

な実施方法等について商工会

と具体的協議を進めていく。 

・本町の食の課題をテーマと

し、各種事業、広報等で普及啓

発していく。 

保健福祉課 

◇がん検診受診促進事業（医療との連携） 

・乳がん予防キャンペーン講演会の開催 

・乳がん専用ＰＥＴ検診費用の助成 

乳がん・子宮がん検診（好発年齢）

受診率→100％(H26 19.8％) 

胃がん・肺がん・大腸がん検診（好

発年齢）受診率→20％ (H26 

17.0％) 

・乳がん・子宮がんに関する普及啓発の実施（乳がん予防学習会、乳がん予防講演会、

女性がんパネル展示、看板設置、広報、ＨＰ等）。 

・乳がん検診・子宮がん検診好発年齢に対する検診費用の無料化。 

・好発年齢の乳がん検診（Ｈ２７ ３９．７％）・子宮がん検診（Ｈ２７ ２９．７％） 

・好発年齢の胃がん検診（１３．９％）・肺がん検診（１６．０％）・大腸がん検診（１

・子宮がん、乳がんの受診率を

向上させるため普及啓発、検

診費用の無料化を継続実施す

る。 

・乳がん検診ではＰＥＴ健診

保健福祉課 
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８．５％） 

 

費用を助成する。 

・女性がん検診と同時に胃が

ん、肺がん、大腸がん検診に対

する普及啓発も実施し受診率

を向上させる。 

◇心の健康づくり推進 

・相談体制の整備 

・メンタルヘルスや自殺予防に関する普及啓発 

自殺による死亡者数→０人（年平

均２人 ※Ｈ２０～２４） 

・相談体制整備のため心の相談日、ゲートキーパー研修会開催。 

・職域に対するメンタルヘルス講演会の開催。 

・うつ病予防パネル展の開催。 

・自殺による死亡者数（Ｈ２５ ○○人）※Ｈ２８．４現在未確定。 

・相談体制整備のため心の相

談日、ゲートキーパー研修会

開催を継続する。 

・心の健康づくりに関するパ

ネル展や健康教育を継続す

る。 

保健福祉課 

 

◇地域包括ケアシステムの実現 

ＫＰＩ 

小規模多機能型居宅介護利用者の登録者数 ０人（Ｈ２６末）→２４人 

まるごと元気アッププログラムへの延参加人数 １５，６００人（月６５人×４８週×５年） 

地域活動支援センター等利用者数 １３名（Ｈ２６年 ８名） 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇地域医療を支えるための医療従事者等の確保 

・医師・看護師等の確保対策支援 

◇２４時間３６５日を支える医療・介護体制の整備 

・救急医療体制の充実 

・在宅支援診療所の整備 

・医療・介護の連携 

・セラピストによる在宅リハビリテーション支援の実施 

・発達障がい児へのリハビリアプローチ 

・介護職員初任者研修実施事業 

医療機関等の数の維持 

 診療所２カ所、歯科医院２カ

所、調剤薬局２カ所 

訪問診療件数 

（町内医療機関２カ所合計） 

訪問看護件数（医療・介護含む） 

訪問・通所リハビリの利用者数の

増加 

医療介護連携にかかる協議会開

催数→年３回（Ｈ２８中に協議体

設置） 

・医療機関数は維持できている。 

・訪問診療件数 延べ１，２９６件（Ｈ２７年度） 

・訪問看護件数 訪問看護ステーション １件（自立支援医療ケース） 

        上士幌クリニック   ０件 

・訪問リハビリ利用者  ９人（平成２７年度末） 

・通所リハビリ利用者 ３３人（平成２７年度末） 

・平成２８年１月より上士幌クリニックの入院病床５床が稼働を開始し、入院―老人

保健施設―在宅の連携がある。 

・月２回の地域ケア会議が、医療・介護連携の協議体となりうるが、現在は情報の共有

及び個別ケースの検討にとどまっている。 

・病院と在宅を結ぶ中間施設

として老人保健施設が機能し

ており、今後も在宅復帰時の

ケースカンファレンスや地域

ケア会議等を通して連携を密

にする必要がある。 

・現状では、訪問看護の利用が

少ないが、今後入院期間の短

期化により在宅でのケアやリ

ハビリが必要なケースが増加

すると予測される。 

・在宅での診療・看護体制を整

えていく必要がある。 

保健福祉課 

◇介護度の維持及び重度化防止のための介護サービスの充実と

利用促進 

・居宅・施設・地域密着型サービスの充実 

・介護サービスの質の向上 

・利用者負担への支援 

介護度の改善率の上昇 

施設サービス利用者の割合

23.2％(H26末)→維持 

小規模多機能型居宅介護利用者

の登録者数0人(H26末)→24人 

・軽介護者が増加し中重度者が減少したことで、平均介護度は下がっている。 

  要介護１．９（Ｈ２６末） → １．７（Ｈ２７末） 

・施設サービス利用者の割合 ２３．２％（Ｈ２６末） → ２１．１％（Ｈ２７末）

に減少。 

・小規模多機能型居宅介護利用者の登録数 １４人（Ｈ２７末）  

・適切なサービスの利用によ

り、介護度の維持・改善を促

す。 

・介護予防の推進や生活支援

サービスの充実により、要介

護認定率を上げない取り組み

が必要。 

保健福祉課 
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◇介護予防の推進 

・健常時からの動機づけや生活習慣改善に向けた支援の強化 

・官・ＮＰＯ・大学との協働事業の推進(健康づくり・生きがい

づくり・人づくりに効果) 

まるごと元気アッププログラム

への延参加人数 15,600 人(65 人

×48週×5年) 

・まる元運動教室は、平成２７年１０月から試行的に２１回実施し、延べ参加人数６８

２人。高齢者の体力向上とともに認知機能向上に取り組んでいる。 

・定期的に体力測定会や認知

力測定会を実施し、介護予防

の動機づけ支援や普及啓発を

しながらまる元運動を推進し

ていく。 

保健福祉課 

◇認知症になっても、住み慣れた地域で安心して暮らせる地域

づくりを目指す 

・普及啓発及びパンフレット作成 

・認知症初期集中支援チーム検討委員会の開催 

・認知症ケアパス作成 

・高齢者の見守り体制の構築 

認知症施策にかかる協議体の設

置及び協議会開催数→年３回 

認知症初期集中支援チーム（専門

サポート医等による対応 事例

数）→年３事例 

認知症ケア講演会の実施 

認知症カフェの数→１か所 

・認知症施策を推進していくため、地域包括ケア専門員を配置した。 

・社会福祉協議会に委託して、認知症サポーター養成講座を開催した。 

・「認知症になりにくいまちづ

くり宣言」を４月１日に行い、

各種取り組みを実施。 

・認知症初期集中支援チーム

に関する研修受講、検討委員

会の設置等を行う。 

・高齢者の見守りネットワー

クの構築。 

保健福祉課 

 

◇住民のニーズに適応した隙間のない支援と住民による支えあ

い活動により高齢者が不安なく過ごせる環境づくりを目指す。 

・福祉協力員制度創設事業（高齢者等見守り体制の構築） 

◇買い物や通院、見守りを支援する仕組みの構築 

・緊急通報システム 

・除雪費助成事業 

・高齢者等福祉バスの運行 

・地域における互助活動推進（自主防災組織・サロン等） 

・元気高齢者による買い物代行サービスの実施 

小地域ネットワーク活動等地域

活動の数→各行政区に１か所 

生活支援にかかる協議体の設置

及び協議会の開催数→年２回 

・社会福祉協議会とともに、行政区３か所（４区・５区・３区の１）に対して小地域ネ

ットワーク活動に取り組むよう働きかけた。 

・平成２８年２～３月に２回、生活支援体制整備に関する協議を実施。 

・生活支援体制整備に係る協

議体設置。 

・ボランティアポイント制度

実施に向けた検討。 

・新たな小地域ネットワーク

立ち上げ支援。 

保健福祉課 

◇高齢者の住まいの確保 

・高齢者見守り付安心住宅の整備 

・住宅改修やリフォーム費用の助成事業 

 ・公共施設改築等町内検討委員会や、コンパクトシティ化に向けた検討。 

・住宅改修やリフォーム費用の助成。 

・介護保険法若しくは障害者自立支援法に規定する住宅改修 ２５件１，５００千円 

・高齢者見守り安心住宅の整

備に向けた検討。 

・町内業者への周知の徹底に

ついて。 

保健福祉課 

建設課 

◇権利擁護センター機能の充実 

・成年後見制度をはじめとする権利擁護事業の利用促進 

市民後見人養成研修の受講者数6

人(H26年度) 

→15人 

権利擁護センター(法人後見)の

成年後見制度受任件数 1 人(H27

年 8月)→5人 

 

・地域で支えられる権利擁護体制の構築を目指し、権利擁護センターを平成２７年６

月より開設（社会福祉協議会事業委託）している。 

・社会福祉協議会として法人後見業務実施に向けて要綱制定や定款変更を行っている。 

・支援を必要とする対象者増

に応じて、市民後見人候補者

の養成や日常生活自立支援事

業の生活支援員の養成が必要

となる。 

保健福祉課 

◇生きがいづくり 

・高齢者等の外出の機会を増やし、生きがいとなる活動の機会

と働く場を確保する 

・高齢者の居場所づくり（地域サロンの開催・まちなかサロン・

サークル活動・老人クラブ活動など） 

・地域活動ボランティアの育成 

65 歳以上で週 1 回、各種活動の

参加割合→70％ 

福祉ボランティア登録人数(社会

福祉協議会所管)→80人 

生きがい事業団(仮称)の設置→1

か所 

・地域サロン活動や老人クラブの活動を地域支え合い推進員や社協スタッフ、保健師

がサポートしている。 

・ボランティアポイント制度の実施に向けて検討中。 

・社会福祉協議会や老人クラブ連合会への補助を通して、各種サークル等への支援を

行った。 

・元気高齢者の短時間就労を

兼ねた有償サービスの立ち上

げに向けた検討。 

・社会福祉協議会への補助を

通して、市域サロン事業「ふま

ねっとサロン」や各地域で行

保健福祉課 
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・元気高齢者の短時間就労の構築 われているサロンについて支

援をしている。 

・高齢者等の「雇用」と「生き

がい」について、町内関係団体

と検討し、仕組みづくりを行

う。 

・ボランティアがしやすい体

制づくりを行う。 

◇障がい者雇用の促進・支援 

・地元企業への就労の理解 

・障がい者福祉的就労の場の確保 

◇国等による障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進 

障がい者就労継続支援Ｂ型事業

所の設置→1か所 

物品等の調達目標 2,000 千円

(1,501千円H26・1,571千円H27) 

(現状：花苗・指定ごみ袋保管・配

送業務・花壇整備・管理業務など) 

・平成２８年度設置予定でＮＰＯ法人と協議 

  平成２７年度は送迎の機能強化として、車両追加の補助を実施。 

・町が障がい者就労施設等から物品等の調達 

  平成２７年度実績 １，９１０，２１０円 

  ふくしガイドブック製本、花苗購入、指定ごみ袋保管・配送業務、花壇整備・管理

業務 

・事業所設置について 

 建築基準法に基づく施設改

修が必要 

 高齢化による人材の確保 

・物品等の調達について 

 施設等と協議し、実施可能

な業務について、確認作業を

行う。 

保健福祉課 

◇町内障がい福祉サービス事業所（地域活動支援センター等）

への通所利用促進 

地域活動支援ｾﾝﾀｰ等利用者数

(H26年8名)→13名 

・障がい福祉サービス事業所への通所利用促進 

  平成２７年度末 １１名利用 

・通所利用促進について 

 町内において、障がいのあ

る方で利用に結びつく方への

訪問等を行う。 

保健福祉課 

 

４ 移住定住による人口減少をくい止めるまち 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

転入・転出人口 転出超過２５０人（２０１０～２０１４） 転入１５５人 転出９０人 

 

◇ひとの流れをつくる多様な就労拠点の整備と地域住民による受け入れ体制の構築 

ＫＰＩ 

移住相談件数に対する移住件数の割合１．５％（過去５年） ２．０％ 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇テレワークの推進  ・上士幌版テレワーク事業に関連する予算が、国の平成２７年度補正予算「地方創生加

速化交付金」に採択となり、平成２８年度に繰り越して事業を実施する。 

・テレワーク実施企業の掘り

起こし、アプローチ手法の検

討。 

企画財政課 

◇企業版ふるさと納税（地方創生応援税制）の活用  ・国の制度が未設計のため、取り組みなし。  企画財政課 

◇町民が上士幌町の魅力を伝える事業（道の駅整備等と連携）  ・庁内検討委員会（１２名）を組織し、「上士幌町小さな拠点づくり（道の駅）調査研

究委託業務」により、道の駅として整備すべき機能や成功事例の取組などの基礎的な

収集とその分析を行い、『道の駅整備基本計画』における方向性等の選択肢を抽出する

基礎的な研究を実施。 

・地域住民参画による『基本計

画策定委員会』を立ち上げ、道

の駅の機能やコンセプト、運

営手法等について検討を行う

商工観光課 
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必要がある。あわせて、ナイタ

イ高原牧場レストハウスにつ

いて、道の駅との機能分担を

明確化し、相乗効果を図りつ

つ、早期再整備に向け検討を

進める必要がある。 

 

◇かみしほろの発信力と価値の向上による交流と定住促進 

ＫＰＩ 

イベント参加人数に対する相談件数割合３．３％ ４．０％ 

ふるさと納税特典品として旅行商品を開発することによる入込客数 ５０組１００人増加 

特別町民証の発行による来訪者数 ５００組１，０００人増加 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇移住定住プロモーションの推進 移住・二地域居住者数15名(H26)

→20名／年 

・Ｈ２７移住・二地域居住者数 １５名 ・移住相談件数を増加させ、移

住・二地域居住者を増加させ

るために、継続的、効率的に上

士幌町に住んだ際の優位性の

ＰＲを行っていく必要があ

る。 

商工観光課 

◇ふるさと納税寄付者との交流の推進  ・もっと伝えたい、もっと知りたい上士幌フェア（大阪）来場者 約９５０人 

・もっと伝えたい、もっと知りたい上士幌フェア(東京)来場者 約１，７００人 

・ふるさと納税による縁から、

上士幌町のファンへ、また交

流人口の増加へと繋げられる

ようなイベントへ、より内容

を充実させていく。 

企画財政課 

◇移住・定住相談の充実 移住相談件数 470 件(H26)→600

件(単年度) 

・Ｈ２７移住相談件数 ５４１件 

  コンシェルジュへの相談 ２３２件 

  北海道暮らしフェア（東京） ４５件（来場者数：1,300人） 

  北海道暮らしフェア（大阪） ８６件（来場者数：950人） 

  北海道暮らしフェア（名古屋） ７６件（来場者数：800人） 

  ふるさと回帰支援センターセミナー（東京） ６件（来場者数：14人） 

  もっと伝えたい、もっと知りたい上士幌フェア（東京） ３２件 

  もっと伝えたい、もっと知りたい上士幌フェア（大阪） ３９件 

  上士幌町から田舎暮らしを考えるフォーラム（札幌） ２０件（来場者数：360人） 

  上士幌町から田舎暮らしを考えるフォーラム（帯広） ５件（来場者数：190人）・ 

・移住相談件数を増加させ、移

住・二地域居住者を増加させ

るために、継続的、効率的に上

士幌町に住んだ際の優位性の

ＰＲを行っていく必要があ

る。 

商工観光課 

◇ふるさと納税による交流人口増加対策  ・Ｈ２７特別町民証発行数 １１２部 

・航空会社２社（ピーチ、エアドゥ）とのコラボ商品をふるさと納税の返礼品に加え

た。 

・更なる交流人口の増加を目

指し、特別町民証の発行に代

わるものを検討する。 

企画財政課 
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◇滞在や定住に柔軟に対応する多様な施設整備 

ＫＰＩ 

生活体験住宅数 ５棟（Ｈ２６）→１０棟（Ｈ３１） 

生活体験モニター参加者数 ３６組９４名（Ｈ２６）→５０組１５０名（Ｈ３１） 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇生活体験住宅等の充実 

・生活体験住宅の推進 

・民間賃貸住宅を活用した定住支援 

・多様な生活体験住宅の整備 

 ・Ｈ２７生活体験住宅数 ５棟 

・Ｈ２７生活体験モニター参加数 ４２組８３名 

・定住促進賃貸住宅建設助成事業 ３９棟 ７８戸 １１４，２１０千円 

・生活体験者等から中長期の

生活体験を求める声があるこ

とから、中長期の生活体験住

宅の整備をする必要がある。 

・一昨年より民間賃貸住宅が

多く建設されており、その民

間賃貸住宅を効率的に移住者

に紹介していく方策を検討す

る必要がある。 

・Ｈ２７年度より申請者及び

施工業者の拡大を図り実績は

向上しているが、今後の事業

推移により予算について検討

が必要。入居者の住民票の移

動の徹底。 

建設課 

商工観光課 

 

５ 小さな拠点形成を目指すまち 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

転入・転出人口 転出超過２５０人（２０１０～２０１４） 転入１５５人 転出９０人 

 

◇まちの整体（公共施設再編によるコンパクト化推進） 

ＫＰＩ 

公共施設再配置 計画に基づく推進 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇多機能型生涯学習センターの建設（Ｈ２８）  ・実施計画の策定 平成２７年３月２５日～８月３１日 

・旧児童会館解体工事に係る町民説明会の実施 平成２７年９月３０日 

・生涯学習センター改築に関する広報掲載（１０月号） 

・上士幌町生涯学習センター和室改修工事 

・平成２９年４月の供用開始

に向け、施設の維持管理、運営

について関係する機関、団体

等と早急な協議が必要であ

教育委員会 

事務局 
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  平成２７年１０月３０日着工 平成２７年１２月１５日完成 

・旧児童会館他解体工事 

  平成２７年１１月２日着工 平成２８年３月１５日完成 

・生涯学習センター改築説明会の実施（学童保育所・発達支援センター関係） 

  平成２７年１２月２２日 

・旧児童会館解体工事現場見学会の実施 平成２８年１月９日 参加者１７名 

る。 

・必要な備品の選定と購入、条

例、規則等の制定を進める必

要がある。 

◇老朽施設の解体撤去補助  ・平成27年度の老朽施設の解体件数 26件 補助金額 9,940,000円 ・一般住宅の解体を想定し補

助要綱を作成しているが、事

務所や旅館等の解体があり、

解体施設に見合う補助金額に

ついての検討が必要である。 

 

町民課 

◇小規模まちなか挿入型住宅整備  ・公共施設改築等庁内検討委員会の開催（２回）。 ・上士幌町公営住宅等長寿命

化計画の見直しが必要。 

建設課 

◇子どもや若者のための居場所づくり  【生涯学習センターの建設】 

・実施計画の策定 平成２７年３月２５日～８月３１日 

・旧児童会館解体工事に係る町民説明会の実施 平成２７年９月３０日 

・生涯学習センター改築に関する広報掲載（１０月号） 

・上士幌町生涯学習センター和室改修工事 

  平成２７年１０月３０日着工 平成２７年１２月１５日完成 

・旧児童会館他解体工事 

  平成２７年１１月２日着工 平成２８年３月１５日完成 

・生涯学習センター改築説明会の実施（学童保育所・発達支援センター関係） 

  平成２７年１２月２２日 

・旧児童会館解体工事現場見学会の実施 平成２８年１月９日 参加者１７名 

・平成２９年４月の供用開始

に向け、施設の維持管理、運営

について関係する機関、団体

等と早急な協議が必要であ

る。 

・必要な備品の選定と購入、条

例、規則等の制定を進める必

要がある。 

教育委員会

事務局 

 

◇移動の利便性向上 

ＫＰＩ 

農村部から市街地までの利便性に対する充足度（Ｈ２７調査） 向上 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇地域交通ネットワークの構築  ・交通ネットワーク構築に向けた調査を実施した（民間委託）。 ・調査結果に基づき拠点形成

等の検討を行う。 

企画財政課 

◇国道等主要道路の整備拡充による第２次・第３次医療への移

動時間の短縮 

（関係機関に要請） ・主要懸案事項として、国等関係機関に要望書を提出。 ・北十勝４町国道整備促進期

成会とも連携し、引き続き関

係機関に要請する。 

企画財政課 
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◇地域活性化拠点の整備 

ＫＰＩ 

新規雇用人数 １５人 

 

実施予定事業 事業目標 ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇重点道の駅「仮称バルーン」整備 

 

 

 

 

 

・庁内検討委員会（１２名）を組織し、「上士幌町小さな拠点づくり（道の駅）調査研

究委託業務」により、道の駅として整備すべき機能や成功事例の取組などの基礎的な

収集とその分析を行い、『道の駅整備基本計画』における方向性等の選択肢を抽出する

基礎的な研究を実施。 

・地域住民参画による『基本

計画策定委員会』を立ち上

げ、道の駅の機能やコンセプ

ト、運営手法等について検討

を行う必要がある。あわせ

て、ナイタイ高原牧場レスト

ハウスについて、道の駅との

機能分担を明確化し、相乗効

果を図りつつ、早期再整備に

向け検討を進める必要があ

る。 

商工観光課 

 

プラス・ワン 上士幌町創生包括プロジェクト 上士幌版ＣＣＲＣ 

 

数値目標 基準値 目標値（Ｈ３１まで５年間） 

上士幌版ＣＣＲＣによる移住 ― ３０世帯５０人 

 

取組内容  ２７年度取組内容 今後の課題 担当課等 

◇上士幌版ＣＣＲＣ 

・大都市高齢者の地方移住支援 

・地域社会との協働、スキルや知見の地域還元の推進 

・多様なプログラムや自主活動の構築により健康でアクティブな生活の実現 

・地域包括ケアによる継続的なケアの提供 

 ・上士幌版ＣＣＲＣの具体的な取組みを進めるため、「全体構想の策定、地域プロデ

ュース活動」「アクティブシニア（移住者等）受入れ住宅の企画」「地域包括ケアの調

査・構築」「移住希望者募集」「事業主体の形成」などの事業について、国の地方創生

加速化交付金の採択を受け、平成２７年度（３月）に事業費を予算化した。 

・平成２７年度予算を平成２

８年度に繰越し事業実施。 

企画財政課 

保健福祉課 

     

 


